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「PTB 有識者懇談会」では、社会各層の有識者が自由に議論し、

パチンコホール業界のあるべき姿について意見を広く社会に発信していく

ことを目的としています。この度、前回の第５弾を発信後１年ぶりに、

「有識者メッセージ」第６弾をまとめ、個別発送やホームページに掲載

することにより対外発表いたしました。 

今回は、「型式試験に合格した遊技機と性能が異なる可能性のあ

るパチンコ遊技機」の問題を取り上げて議論し、問題提起したものとな

りました。今回の発信については、これまで以上にいろいろな意見があが

り、もっと広く社会に向けた内容にした方が良いとの考え方などもあり、

今後に生かしていきたいと受け止めております。 

そのようななかではありますが、以下のような真剣なご希望、ご意見も

頂戴いたしました。 
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ホール業界は責任追及ばかり受け、憂いております。(P ホール) 

・遊技機メーカーとホール業界の契約や運営、責任の所在の明確化 

・ホール業界がメーカーとの話し合いの場を求めているのだが、メーカーが応じてくれない現状、どのようなこと

をメーカーに求めていくとよいのか。（P ホール） 

この問題については、業界全体が本気で業界全体の事を考えて解決しなければならないと思います。メー

カーが「対象機種の下取りを優遇措置を取る。」と言っておきながら、その分、新台の価格を吊り上げている

現状にも不満がある。今年、自動車業界で三菱自動車の走行距離詐称が問題になったが、それと同じ

く、メーカーがまず機械の製造責任をしっかり果たすべきだと思います。最低でも、①機械の返却と購入額

の返金、②無償での代替機の納品、③検定日までの残り日数×全国平均** （その機械の）の補償、

のいずれかをしっかり行って貰いたい。個人的に、全日遊連にも集団訴訟を起こすように要望を伝えている

し、日工組にも上記の旨を伝えています。（P ホール） 

メーカーが支払っている保通協への多額な申請料が続く限り、行政はメーカーに対する制裁は行わず、常

にホール側へ負担を強いる構造に誰がメスを入れるのか、猫に鈴をかけるのは誰か？ 

最終的には、ホール組合が警察ＯＢの受け皿としてあり、ホールを代弁するものではなく警察庁のメッセン

ジャー的役割しか担っていない処に行きつく。（P ホール） 

Q.  

 

貴法人は中立・公正な視点で、本業界のあるべき姿を模索しております。しかるに、優良・大手のダイナム

さん等を巻き込んで、業界の発展に寄与していただきたい。（P ホール） 

いつも資料送付ありがとうございます。必ず目を通しております。（P ホール） 

法治国家で、一般の商取引ではこのような事は許されない筈です。このような事が許されているのはパチン

コ業界ではないでしょうか？パチンコバッシングの風が強まる中、このような事が許されていては、いつか大き

な波の前に崩壊してしまうことでしょう。 

本当にパチンコ業界は生き残りをかけて行く為にも、御社のような活動にこころから賛同します。（P ホー

ル） 

大方の中小ホールは、大手の集まりであるＰＴＢには余り関心は無いと思います。業界も日本経済と同

様、大手企業、大型店に有利な構造を抜本的に直さないと、振り返ると大型店しか残っていない市場に

なりかねません。中小店舗が良くなる為のご意見を聞かせてください。（P ホール） 

PTB  
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第８回 PTB 評価調査終了後、経営環境や法規則の変化並びに各社からの意見、調査での経験等を踏まえ、

より実効性の高い調査を行うため、2016 年５月から８月にかけて評価基準の見直しを行い、１項目の新設、

２２項目で文章表現の変更・追加を実施（うち５項目は加えて移動・項目番号の変更）し、これまでの１０

分野 97 項目から１０分野98 項目となりました。 

 

    

移動  

TB7 ⇒ TB8 業務プロセスに関する内部統制（店舗における売上計上および営業回収金の管理） 

TB8 ⇒ TB7 業務プロセスに関する内部統制（売上高の適正性を保証する営業データの合理性） 

TB9 ⇒ TB10  業務プロセスに関する内部統制（景品管理） 

TB10  ⇒ TB11  業務プロセスに関する内部統制（遊技機の取得） 

TB11  ⇒ TB9 業務プロセスに関する内部統制（景品取引業務）            （計 5 項目） 

新設  
TG17 

（ストレスチェック・メンタルヘルスケア） 

厚生労働省による法律改正（労働安全衛生法）により、 

労働者が 50 人以上いる事業所では、2015 年１２月から毎

年 1 回、この検査を全ての労働者に対して実施することが義務

付けられたことによる新設 

変更 

 G6 

前回調査結果に基づき、より実効性の高い基準にすべく、 

項目の一部の表現の見直しを実施。 

（合計 22 項目） 

 TA9、TA14  

 TB2～TB11  

 TC4 

 TD4 

 TE5 

 TF6 

 TG5、TG6、TG10、TG14、TG16 

* PTB  
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警察庁による最新公表データをはじめ、民間調査機関等が公表し

ている最新の業界関連調査データを基礎に、パチンコ・パチスロ産業の

2015 年市場関連データを折り込んだ『パチンコ・パチスロ産業関連デ

ータ』について、内容のデータ更新を行い、PTBホームページに掲載する

とともに関係先に配布いたしました。 
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一部改訂をした「PTB 評価基準」（９８項目）について、社員会社実務担当者向けの説明会を昨年に引

き続き下記の要領で開催いたしました。5 社より実質６７名の実務担当者の皆様に、ご参加戴きました。 

 

日   時  項   目 講   師 
出席 

人数 

10 月 19 日 

10：00～10：05  開会挨拶 
PTB 評価委員会委員長 

公認会計士 横山和夫 氏 
－ 

10：05～10：55 

第１部 財務プロセス 

PTB 評価委員会委員 

公認会計 田宮 治雄 氏 
27 

11：05～11：50 PTB 評価委員会委員 

公認会計士 末川 修 氏 12：50～14：30 

14：40～15：15 

第２部 

風適法 
PTB 調査員 

弁護士 関口 政貴 氏 

23 

15：20～15：50 反社会 22 

15：55～16：30 その他法令 27 

10 月 20 日 

10：00～11：50 第 3 部 
フレーム人事 

労働法 

PTB 評価委員会委員 

弁護士 山中 健児 氏 
22 

12：50~13 ：50 第４部 ガバナンス 
PTB 評価委員会委員 

弁護士 曾我 貴志 氏 
14 

14：00～14：20 

第５部 

基本的姿勢 PTB 調査員 

新日本有限責任監査法人 

シニアマネジャー 林 直樹 氏 

18 
14：25～15：15 態勢構築・フレーム 

15：20～15：50 内部監査 14 

16：00～16：50 

第６部 

社会的要請 PTB 調査事務局 

新日本有限責任監査法人 

シニアマネジャー 井出 博之 氏 

26 

17：00～17：50 IT, 情報セキュリティ 30 

17：50~17 ：55  閉会挨拶 事務局 － 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

PTB 社員会社実務者セミナー2016  講義風景     
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第１日目 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

第２日目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第４部 「ガバナンス」 

講師：ＰＴＢ評価委員会委員 

弁護士 曾我 貴志 氏 

第 3 部 「労働法」 

講師：ＰＴＢ評価委員会委員 弁護士 山中 健児 氏 

第２部 「風適法」、「反社会」、「その他法令」 

講師：ＰＴＢ調査員 弁護士 関口 政貴 氏 

第 6 部 「社会的要請」、「ＩＴ・情報セキュリティ」 

講師：ＰＴＢ調査事務局  

新日本有限責任監査法人 シニアマネジャー 井出 博之 氏 

開会挨拶 

ＰＴＢ評価委員会委員長 

横山 和夫 氏 

第 1 部「財務プロセス」 

（概念・考え方） 

講師：ＰＴＢ評価委員会委員 

公認会計士 田宮 治雄 氏 

第 5 部 「基本的姿勢」、「態勢構築・フレーム」、「内部監査」 

講師：ＰＴＢ調査員  

新日本有限責任監査法人 シニアマネジャー 林 直樹 氏 

第 1 部 

「財務プロセス」（実務） 

講師： 

ＰＴＢ評価委員会委員 

公認会計士 末川 修 氏 
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 第９回「ＰＴＢ評価調査」がスタートいたします。 

 日程は、株式会社ダイナムが2016 年12月１日から１５日まで（予定）、株式会社ニラクは201 7年2月中

旬、㈱アメニティーズは201 7年1月下旬～３月上旬実施の予定です。 

 第９回評価調査は今年、改訂されました「ＰＴＢ評価基準」に沿って行われます。 

 

実施期間 201 6 年 12 月～201 7 年 3 月 

対象会社 ㈱ダイナム、㈱ニラク、㈱アメニティーズ ※ 夢コーポレーション㈱は本年度の評価調査は行いません。 

調査場所 調査対象会社本社及び選定された各店舗 

調査方法 ＰＴＢ評価基準に基づき、以下の調査方法により調査を実施 

・本社管理部門担当者へのヒアリング及び証跡となる関連文書の確認 

・ガバナンス、リスク管理、コンプライアンス等への取り組み姿勢に関する経営者へのヒアリング 

・パチンコホール店舗における店長へのヒアリング及び各種運用状況の視察 

 

ẅ ị ớởọ  
対象会社 実施時期 主  査 調査員（予定） 

 201 6 年 12 月 
評価委員会委員 山中 健児 氏 

弁護士（石嵜・山中総合法律事務所）  

Å 曽我 貴志 弁護士（曽我法律事務所） 

Å 末川 修 公認会計士（東京さくら監査法人） 

Å 小鍛冶 広道 弁護士（第一芙蓉法律事務所） 

Å 関口 政貴 弁護士（佐藤綜合法律事務所） 

Å 小川 明 公認会計士（ひびき監査法人） 

Å 小林 英 公認会計士（小林英公認会計士事務所） 

Å 大藪 卓也 公認会計士(大藪公認会計士事務所） 

Å 林 直樹 （新日本有限責任監査法人） 

Å 井出 博之 （新日本有限責任監査法人） 

 
201 7 年２月 

予定 

評価委員会委員 田宮 治雄 氏 

東京国際大学商学部教授・公認会計士 

 201 7 年予定 
評価委員会委員 永沢 徹 氏 

弁護士（永沢総合法律事務所） 

 

 

 

 

ớởọ  

ẅ ẅ  
 

㈱ニラクでは、子育てサポート企業として厚生労働省から３回目の「くるみんマー

ク」の認定を受けました（1 回目 2010 年、2 回目 2012 年）。 

同社 HP TOPICS  http://www.niraku.co.jp/news/183.php  

 

 とは、子育てサポート企業として厚生労働大臣の認定を受け

た企業に付与されるマークのことで、次世代育成支援対策推進法に基づき行動計

画を策定した企業のうち、計画に定めた目標を達成し、一定の基準を満たした企

業が申請を行うことによって認定を受けることができ、平成28 年６月末時点で

2,570 社が認定を受けています。（厚生労働省HP より） 

  

http://www.niraku.co.jp/news/183.php
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TG-13  ễỈ  
PTB の評価基準は、現在（2016 年 11 月）、10 分野 98 項目から構成され、企業経営にとって基本となる財務・

非財務の項目で評価する仕組みとなっています。これまで７回に渡り、一つの項目を取り上げて、その評価基準を掘り下

げ、調査対象会社はその格付けを上げるために、具体的にどう取り組んでいるのかを解り易く解説してきました。 

第８回目は、 の TG-13  ễỈ  を取り上げます。 

 

 

 

 
 

 昨今、日本政府は「働き方改革」を提唱し、同一労働・同一賃金や最低賃金の引き上げ、配偶者控除の見直し等、

働く人に関わるこれまでの制度や考え方について、もう一度見直ししていこうという動きを見せています。そのこと自体は望ま

しいことと考えられますが、そうしたなか、長時間残業の問題や大手企業等での過労死と労災認定問題、過重労働撲滅

特別対策班（通称 かとく）による強制捜査等がマスコミで報道されています。そこで人事や労働法に関わる分野の原点

でもあるễỈ の項目を取り上げました。 

TG-13  ễỈ の ễỈṕ Ṗ とは、「時間外・休日労働に関する必要な手続」を指します。

労働基準法では労働時間・休日について、１日８時間、１週４０時間（第32 条）及び週１回の休日の原則（第

35 条）を定めており、これに対して同法第３６条では「予め労働組合と使用者で書面による協定を締結しなければなら

ない、そしてその締結した協定を労働基準監督署に届け出なければならない。」とし、その場合には、第32 条、第 35 条の

規定にかかわらず、その協定に定めるところにより労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる、として、このễ

Ỉ により、限度時間を超える残業や休日労働を認めています。 

ễỈ には、通常、「１日」、「１ヶ月」、「１年」という期間毎に、限度時間が協定されていますが、例外措置とし

て『特別条項』を付けて協定を締結することにより、限度時間を超える残業・休日労働が認められています。 

なお、労働時間延長、又は休日労働をさせた場合には、その分については割増賃金を支払うことが定められています

（第３７条）。 
 

TG-13  ễỈ  

基準 1 会社の全事業所でễỈ が締結され、届け出が行われていることが記録で示されていること。 

基準 2 その ễỈ の内容が従業員に周知され、閲覧等が自由にできる状態になっていることが証明できること。 

基準３ 全社的に管理職が部下の労働時間を把握し、ễỈ を超えないように配慮していること、『特別条項』がある

場合はその手続きが適切に実践されていることを検証できること。 

基準４ 社内の第三者である内部監査部門等により、この仕組みの妥当性や順守状況が検証され、持続的な改善が図ら

れていることが証明できること。 

基準５ ễỈ を超える労働を行っている者が０で、かつ労働時間の短縮に取り組んだ実績が認められること。 
 

さて、調査対象となる社員会社各社の取り組みですが、調査開始の10 年程前は、各社とも基準1、2 レベルの評価

を得るのが精一杯でしたが、昨今の第7 回、8 回では、部門管理者や人事・労務部の地道な努力の積み重ねにより、

多くの会社が基準3 をクリアし、更に厳しい基準4 を獲る会社も出ています。更に、基準 5 のように36 の主旨か

らすれば、協定を超える労働を行う者が0 であることが望ましく、人手不足の現実では大変難しい状況にありますが、労

働時間の短縮に取り組んでいる実績が証明されれば、最高レベルの5 点を獲得することも可能と言えるでしょう。 

 

TG13
３６協定

の遵守

時間外又は休日労働をさ

せる場合、３６協定は締

結されているか。

1．すべての事業場で36協定が締結され、届出が行われている。

2．基準（1）に加えて、36協定の内容が従業員に周知されている。

3．基準（2）に加えて、36協定を超過しないよう管理職が部下の労働時間をコントロールする仕組みを全社的に導入している。また、36協

定に特別条項がある場合、特別条項適用のための手続が協定に則って実践されていることが検証できる。

4．基準（3）の仕組みの妥当性および遵守状況について、内部監査部門等の第三者により検証されており、継続的な改善が図られている。

5．基準（4）に加えて、36協定を超過する労働を行っている者が存在せず、かつ、労働時間の短縮に取り組んだ結果として顕著な実績が認

められる。

番号 目的 調査項目 基準に対する解説



７ 

2016  PTB  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

2016 年 8 月改訂 

Ẋ Ẋ

G1 株主総会の開催・運営 TD1 地域社会への配慮①（ネオン、看板等）

G2 株主管理 TD2 地域社会への配慮②（騒音）

G3 株主配当に関する決定プロセス TD3 地域社会への配慮③（駐車・駐輪）

G4 取締役会の開催・運営 TD4 駐車・駐輪スペースおける安全の確保

G5 役員報酬の決定プロセスの適切性 TD5 遊技環境（安全の確保）の整備

G6 取締役の利益相反行為 TD6 遊技環境（お客様への積極的対応）の整備

G7 監査役による業務監査の実効性 TD7 タバコの喫煙対策

G8 独立役員 TD8 地域社会との交流

Ẋ TD9 パチンコ・パチスロへの過度なのめり込み問題対策

K1 リスク管理に関する経営者の取組姿勢 Ẋ

K2 行動規範の策定と適切な運用 TE1 個人情報保護法・番号法への対応

K3 リスク評価の仕組み TE2 廃棄物に関する対応方法

K4 重要なリスクへの対応 TE3 独占禁止法に関する対応方法

K5 企業情報の開示 TE4 知的財産法への対応方法

Ẋ TE5 消防法への対応方法

TA1 運営組織の明確化 TE6 食品安全への対応方法

TA2 職務権限・分掌規程の明確化 TE7 環境・省エネ対策

TA3 リスク管理体制（意思決定機関） Ẋ

TA4 リスク管理活動の推進 TF1 風適法の遵守態勢

TA5 内部通報制度 TF2 遊技機の設置・変更に関する届出

TA6 外部からの報告相談制度 TF3 営業所の設備等の変更に関する届出

TA7 不祥事等発生時の事後対応 TF4 18歳未満の者への対応

TA8 災害等発生時の事業継続 TF5 適正な景品の提供

TA9 グループ管理体制 TF6 適正な景品交換の仕組み

TA10 教育研修制度 TF7 過大な営業対策の防止

TA11 人事評価制度 TF8 広告におけるガイドライン

TA12 給与・報酬の決定基準 Ẋ

TA13 募集・採用のプロセスと基準 TG1 男女の均等な雇用機会に関する制度

TA14 人員配置 TG2 雇用契約の締結・更新プロセス

TA15 ITに関する内部統制（開発・保守） TG3 労基法107条に定める重要書類の保管状況

TA16 ITに関する内部統制（運用・管理） TG4 賃金の支払及び控除

TA17 ITに関する内部統制（アクセス管理等） TG5 所定労働時間の設定プロセス及び設定内容

TA18 ITに関する内部統制（外部委託先管理） TG6 就業規則等の周知及び変更手続

TA19 情報セキュリティ管理態勢の構築 TG7 懲罰規程の整備・運用

Ẋ TG8 退職・解雇手続

TB1 予算管理制度の整備・運用について TG9 割増賃金の支払い

TB2 決算プロセスに関する内部統制（全般事項） TG10 管理職の範囲及び管理職に対する割増賃金の支給

TB3 決算プロセスに関する内部統制（外部報告） TG11 休憩時間の確保

TB4 決算プロセスに関する内部統制（月次決算） TG12 休日の確保

TB5 決算プロセスに関する内部統制（年次決算） TG13 ３６協定の遵守

TB6 決算プロセスに関する内部統制（税務申告） TG14 年次有給休暇の確保

TG15 家庭責任に対する休業の確保

TG16 健康診断の実施

TG17 ストレスチェック・メンタルヘルスケア

TG18 安全衛生管理体制の構築

TB9 業務プロセスに関する内部統制（景品取引業務） TG19 労働保険・社会保険の加入と上乗補償

TB10 業務プロセスに関する内部統制（景品管理） TG20 セクハラ等の防止

TB11 業務プロセスに関する内部統制（遊技機の取得） TG21 障害者の雇用・活用

Ẋ Ẋ

TC1 特殊株主の排除 TH1 内部監査体制の構築

TC2 反社会的勢力等との不適切な取引関係の排除 TH2 内部監査計画の適切性

TC3 反社会的勢力に対する危機管理対応 TH3 内部監査部門による監査業務の遂行

TC4 遊技機に対する不正への対応 TH4 監査結果の報告

TC5 貯玉口座の不正利用への対応 TH5 内部監査の効用

TB7

TB8

業務プロセスに関する内部統制（売上高の適正性を保証す

る営業データの合理性）

業務プロセスに関する内部統制（店舗における売上計上及び

営業回収金の管理）


